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(57)【要約】
【課題】利用者の省エネルギーや省ＣＯ２に対する意識
を生起させ、省エネルギーや省ＣＯ２のための行動へと
導く。
【解決手段】データ収集装置１０の瞬時電力収集部１４
で、施設全体への電力を供給する高圧受電設備の電力監
視盤５３から、施設全体で消費する電力の瞬時値を示す
瞬時電力を収集し、瞬時電力情報配信部１５で、利用者
端末３０で画面表示されている実績画面データ上に瞬時
電力を表示するための瞬時画面データを生成し、通信網
４０を介して各利用者端末３０へ配信する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　施設内に設置されている各計測機器で得られた計測電力量をそれぞれ収集する機器デー
タ収集部を含むデータ収集装置と、
　前記データ収集装置から取得した前記計測電力量を、予め設定されたそれぞれの計測電
力量の分類に応じて集計することにより、それぞれの分類ごとに消費する電力量の実績を
示す実績電力情報を作成する実績電力情報作成部と、これら実績電力情報を表示するため
の実績画面データを生成し、通信網を介して接続された各利用者端末へ配信する実績電力
情報配信部とを含むデータ配信装置と
　を備え、
　前記データ収集装置は、
　前記施設全体への電力を供給する高圧受電設備の電力監視盤から、前記施設全体で消費
する電力の瞬時値を示す瞬時電力を収集する瞬時電力収集部と、
　前記利用者端末で画面表示されている前記実績画面データ上に前記瞬時電力を表示する
ための瞬時画面データを生成し、前記通信網を介して前記各利用者端末へ配信する瞬時電
力情報配信部と
　を含むことを特徴とする電力情報配信システム。
【請求項２】
　請求項１に記載の電力情報配信システムにおいて、
　瞬時電力情報配信部は、前記瞬時画面データを生成する際、前記瞬時電力収集部で収集
した瞬時電力をしきい値処理することにより、前記施設全体での電力消費状況ごとに予め
用意されている当該状況を示す状況画像のうちから、当該瞬時電力の電力値に応じた電力
消費状況を示す状況画像を選択し、選択した状況画像を用いて前記瞬時画面データを生成
する
　を含むことを特徴とする電力情報配信システム。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の電力情報配信システムにおいて、
　前記データ収集装置は、前記施設に設置されている二次変電設備の電力監視盤、または
前記施設内の建物ごとに設置されているビル管理システムからなる電力設備とデータ通信
を行うことにより、前記各建物で消費している電力量を示す計測電力量を取得する設備デ
ータ収集部をさらに含むことを特徴とする電力情報配信システム。
【請求項４】
　請求項１～請求項３のいずれか１つに記載の電力情報配信システムにおいて、
　前記実績電力情報作成部は、任意に選択した複数の前記計測電力量を１つのグループと
して登録するグループ登録データに基づいて、前記計測電力量のうちから当該グループに
属する計測電力量を選択して統計処理することにより、当該グループでの実績電力情報を
作成することを特徴とする電力情報配信システム。
【請求項５】
　機器データ収集部が、施設内に設置されている各計測機器で得られた計測電力量をそれ
ぞれ収集する機器データ収集ステップと、
　実績電力情報作成部が、前記機器データ収集ステップで取得した前記計測電力量を、予
め設定されたそれぞれの計測電力量の分類に応じて集計することにより、それぞれの分類
ごとに消費する電力量の実績を示す実績電力情報を作成する実績電力情報作成ステップと
、
　実績電力情報配信部が、これら実績電力情報を表示するための実績画面データを生成し
、通信網を介して接続された各利用者端末へ配信する実績電力情報配信ステップと、
　瞬時電力収集部が、前記施設全体への電力を供給する高圧受電設備の電力監視盤から、
前記施設全体で消費する電力の瞬時値を示す瞬時電力を収集する瞬時電力収集ステップと
、
　瞬時電力情報配信部が、前記利用者端末で画面表示されている前記実績画面データ上に
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前記瞬時電力を表示するための瞬時画面データを生成し、前記通信網を介して前記各利用
者端末へ配信する瞬時電力情報配信ステップと
　を含むことを特徴とする電力情報配信方法。
【請求項６】
　請求項５に記載の電力情報配信方法において、
　瞬時電力情報配信ステップは、前記瞬時画面データを生成する際、前記瞬時電力収集ス
テップで収集した瞬時電力をしきい値処理することにより、前記施設全体での電力消費状
況ごとに予め用意されている当該状況を示す状況画像のうちから、当該瞬時電力の電力値
に応じた電力消費状況を示す状況画像を選択し、選択した状況画像を用いて前記瞬時画面
データを生成するステップを含むことを特徴とする電力情報配信方法。
【請求項７】
　請求項５または請求項６に記載の電力情報配信方法において、
　設備データ収集部が、前記施設に設置されている二次変電設備の電力監視盤、または前
記施設内の建物ごとに設置されているビル管理システムからなる電力設備とデータ通信を
行うことにより、前記各建物で消費している電力量を示す計測電力量を取得する設備デー
タ収集ステップをさらに含むことを特徴とする電力情報配信方法。
【請求項８】
　請求項５～請求項７のいずれか１つに記載の電力情報配信方法において、
　前記実績電力情報作成ステップは、任意に選択した複数の前記計測電力量を１つのグル
ープとして登録するグループ登録データに基づいて、前記計測電力量のうちから当該グル
ープに属する計測電力量を選択して統計処理することにより、当該グループでの実績電力
情報を作成するステップを含むことを特徴とする電力情報配信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力情報配信技術に関し、特に計測機器から収集した電力情報に基づいて、
設備で使用している電力量を可視化して提供する電力情報配信技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　施設における省エネルギーや省ＣＯ２を支援する技術として、任意の建物内で消費され
ている電力量を可視化する電力可視化システムが提案されている（例えば、非特許文献１
など参照）。
　この電力可視化システムは、システムで独自の電力センサーを建物内の対象エリアに設
置し、システムサーバで、これら電力センサーで得られた計測データを収集して利用者端
末の画面上に表示する電力マネジメントシステムである。この電力可視化システムによれ
ば、電力センサーを設置した建物内の対象エリアについて、その対象エリアの実績電力量
や過去の履歴を元とした電力量推移など、省エネルギーや省ＣＯ２に関する活動に資する
利用者ニーズに合致した細かな消費電力の分析が可能となる。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００３】
【非特許文献１】省エネサポートサイト、"「エネルギーの見える化」システムによる省
エネ"、三菱電機、http://www.mitsubishielectric.co.jp/shoene/jirei/qa/index02.htm
l
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、このような従来技術では、システムサーバで、電力センサーから収集し
たセンサー情報をデータベースで蓄積しておき、利用者端末からの要求に応じて、指定さ
れた設備に関するセンサー情報をデータベースから抽出して、電力消費量の推移などの統
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計値を計算し、利用者端末へ配信して画面表示するものとなっているため、利用者の省エ
ネルギーや省ＣＯ２に対する意識を生起させ、省エネルギーや省ＣＯ２のための行動へと
導くことが難しいという問題点があった。
【０００５】
　本発明はこのような課題を解決するためのものであり、利用者の省エネルギーや省ＣＯ
２に対する意識を生起させ、省エネルギーや省ＣＯ２のための行動へと導くことができる
電力情報配信技術を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　このような目的を達成するために、本発明にかかる電力情報配信システムは、施設内に
設置されている各計測機器で得られた計測電力量をそれぞれ収集する機器データ収集部を
含むデータ収集装置と、データ収集装置から取得した計測電力量を、予め設定されたそれ
ぞれの計測電力量の分類に応じて集計することにより、それぞれの分類ごとに消費する電
力量の実績を示す実績電力情報を作成する実績電力情報作成部と、これら実績電力情報を
表示するための実績画面データを生成し、通信網を介して接続された各利用者端末へ配信
する実績電力情報配信部とを含むデータ配信装置とを備え、データ収集装置は、施設全体
への電力を供給する高圧受電設備の電力監視盤から、施設全体で消費する電力の瞬時値を
示す瞬時電力を収集する瞬時電力収集部と、利用者端末で画面表示されている実績画面デ
ータ上に瞬時電力を表示するための瞬時画面データを生成し、通信網を介して各利用者端
末へ配信する瞬時電力情報配信部とを含んでいる。
【０００７】
　この際、瞬時電力情報配信部で、瞬時画面データを生成する際、瞬時電力収集部で収集
した瞬時電力をしきい値処理することにより、施設全体での電力消費状況ごとに予め用意
されている当該状況を示す状況画像のうちから、当該瞬時電力の電力値に応じた電力消費
状況を示す状況画像を選択し、選択した状況画像を用いて瞬時画面データを生成するよう
にしてもよい。
【０００８】
　また、データ収集装置に、施設に設置されている二次変電設備の電力監視盤、または施
設内の建物ごとに設置されているビル管理システムからなる電力設備とデータ通信を行う
ことにより、各建物で消費している電力量を示す計測電力量を取得する設備データ収集部
をさらに設けてもよい。
【０００９】
　また、実績電力情報作成部で、任意に選択した複数の計測電力量を１つのグループとし
て登録するグループ登録データに基づいて、計測電力量のうちから当該グループに属する
計測電力量を選択して統計処理することにより、当該グループでの実績電力情報を作成す
るようにしてもよい。
【００１０】
　また、本発明にかかる電力情報配信方法は、機器データ収集部が、施設内に設置されて
いる各計測機器で得られた計測電力量をそれぞれ収集する機器データ収集ステップと、実
績電力情報作成部が、機器データ収集ステップで取得した計測電力量を、予め設定された
それぞれの計測電力量の分類に応じて集計することにより、それぞれの分類ごとに消費す
る電力量の実績を示す実績電力情報を作成する実績電力情報作成ステップと、実績電力情
報配信部が、これら実績電力情報を表示するための実績画面データを生成し、通信網を介
して接続された各利用者端末へ配信する実績電力情報配信ステップと、瞬時電力収集部が
、施設全体への電力を供給する高圧受電設備の電力監視盤から、施設全体で消費する電力
の瞬時値を示す瞬時電力を収集する瞬時電力収集ステップと、瞬時電力情報配信部が、利
用者端末で画面表示されている実績画面データ上に瞬時電力を表示するための瞬時画面デ
ータを生成し、通信網を介して各利用者端末へ配信する瞬時電力情報配信ステップとを含
んでいる。
【００１１】
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　この際、瞬時電力情報配信ステップに、瞬時画面データを生成する際、瞬時電力収集ス
テップで収集した瞬時電力をしきい値処理することにより、施設全体での電力消費状況ご
とに予め用意されている当該状況を示す状況画像のうちから、当該瞬時電力の電力値に応
じた電力消費状況を示す状況画像を選択し、選択した状況画像を用いて瞬時画面データを
生成するステップを含むようにしてもよい。
【００１２】
　また、設備データ収集部が、施設に設置されている二次変電設備の電力監視盤、または
施設内の建物ごとに設置されているビル管理システムからなる電力設備とデータ通信を行
うことにより、各建物で消費している電力量を示す計測電力量を取得する設備データ収集
ステップをさらに含むようにしてもよい。
【００１３】
　また、実績電力情報作成ステップに、任意に選択した複数の計測電力量を１つのグルー
プとして登録するグループ登録データに基づいて、計測電力量のうちから当該グループに
属する計測電力量を選択して統計処理することにより、当該グループでの実績電力情報を
作成するステップを含むようにしてもよい。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、実績画面データを画面表示している利用者端末で、施設全体で消費す
る電力の瞬時値を画面表示することができる。したがって、利用者は、実績画面データを
閲覧する際、施設全体で消費する電力の瞬時値を同時に確認することになるため、利用者
の省エネルギーや省ＣＯ２に対する意識を生起させ、省エネルギーや省ＣＯ２のための行
動へと導くことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】第１の実施の形態にかかる電力情報配信システムの構成を示すブロック図である
。
【図２】電力情報配信システムが適用される施設の構成例である。
【図３】計測電力量データベースの構成例である。
【図４】瞬時画面データの構成例である。
【図５】状況画像選択条件の構成例である。
【図６】分類データの構成例である。
【図７】第１の実施の形態にかかる電力情報配信システムの動作を示すシーケンス図であ
る。
【図８】実績画面データおよび瞬時画面データの構成例である。
【図９】建物別電力の推移を示す実績画面データの構成例である。
【図１０】建物別電力の前月比を示す実績画面データの構成例である。
【図１１】エリア別電力の前月比を示す実績画面データの構成例である。
【図１２】エリア別電力の推移を示す実績画面データの構成例である。
【図１３】組織別電力の前月比を示す実績画面データの構成例である。
【図１４】組織別電力の推移を示す実績画面データの構成例である。
【図１５】グループ登録データを示す構成図である。
【図１６】第２の実施の形態にかかる電力情報配信システムの動作を示すフロー図である
。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　次に、本発明の実施の形態について図面を参照して説明する。
［第１の実施の形態］
　まず、図１を参照して、本発明の第１の実施の形態にかかる電力情報配信システムにつ
いて説明する。図１は、第１の実施の形態にかかる電力情報配信システムの構成を示すブ
ロック図である。
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　この電力情報配信システム１は、施設内に設置されている電気機器で消費されている電
力量を計測し、得られた計測電力量を統計処理して得られた実績電力情報を、施設の管理
者や一般利用者が使用する、ＰＣ、スマートフォン、タブレットＰＣなどの情報端末から
なる利用者端末３０へ配信するシステムである。
【００１７】
　本実施の形態は、電力情報配信システム１に、データ収集装置１０とデータ配信装置２
０とを備え、データ収集装置１０に、施設内に設置されている各計測機器で得られた計測
電力量をそれぞれ収集する機器データ収集部を設けるとともに、データ配信装置２０に、
データ収集装置１０から取得した計測電力量を、予め設定されたそれぞれの計測電力量の
分類に応じて集計することにより、それぞれの分類ごとに消費する電力量の実績を示す実
績電力情報を作成する実績電力情報作成部と、これら実績電力情報を表示するための実績
画面データを生成し、通信網を介して接続された各利用者端末へ配信する実績電力情報配
信部とを設けたものである。
【００１８】
　そして、データ収集装置１０に、施設全体への電力を供給する高圧受電設備の電力監視
盤から、施設全体で消費する電力の瞬時値を示す瞬時電力を収集する瞬時電力収集部と、
利用者端末で画面表示されている実績画面データ上に瞬時電力を表示するための瞬時画面
データを生成し、通信網を介して各利用者端末へ配信する瞬時電力情報配信部とをさらに
設けたものである。
【００１９】
［電力情報配信システム］
　次に、図１を参照して、本実施の形態にかかる電力情報配信システム１の構成について
説明する。
　この電力情報配信システム１には、主な装置として、全体としてサーバ装置などの情報
処理装置からなる、データ収集装置１０およびデータ配信装置２０が設けられている。こ
こでは、電力情報配信システム１が、これらデータ収集装置１０およびデータ配信装置２
０からなる２つの情報処理装置で実現される場合を例として説明するが、電力情報配信シ
ステム１を１つの情報処理装置で実現してもよく、あるいは３つ以上の情報処理装置で構
成してもよい。
【００２０】
　データ収集装置１０には、主な機能として、機器データ収集部１１、設備データ収集部
１２、計測電力量データベース（以下、計測電力量ＤＢという）１３、瞬時電力収集部１
４、および瞬時電力情報配信部１５が設けられている。
【００２１】
　図２は、電力情報配信システムが適用される施設の構成例である。ここでは、施設Ｆ内
に、ビルや実験棟などの建物が配置されている。一般に、このような大規模な施設には、
電力会社から供給された高圧電力を降圧するための高圧受電設備ＳＨが設けられている。
　また、施設Ｆには、複数の二次変電設備ＳＬが設けられている。二次変電設備ＳＬは、
高圧受電設備ＳＨから供給された電力をさらに降圧して、ビルなどの規模の大きい建物や
隣接する複数の建物へ供給する変電設備である。
【００２２】
　機器データ収集部１１は、データ収集装置１０のデータ通信インターフェースを用いて
、施設内に設置されている各計測機器５１とイーサネット（登録商標）などの通信プロト
コルを用いてデータ通信を行うことにより、各計測機器５１で計測した計測電力量を収集
して、計測電力量ＤＢ１３へ格納する機能を有している。計測機器５１は、データ通信機
能を有する一般的な電力計からなり、建物のフロアや区画ごとに設置されている分電盤に
設置されて、当該分電盤で分電する、フロア、区画、照明、空調、コンセント、大型電気
機器などの電力系統ごとに、当該電力系統で消費している電力量を計測する機能を有して
いる。
【００２３】
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　設備データ収集部１２は、データ収集装置１０のデータ通信インターフェースを用いて
、施設内に設置されている各電力設備５２とＨＴＴＰなどの通信プロトコルによりデータ
通信を行うことにより、各電力設備５２で管理している計測電力量を収集して、計測電力
量ＤＢ１３へ格納する機能を有している。電力設備５２は、データ通信機能を有する、二
次変電設備ＳＬの二次電力監視盤やビル管理システムからなる。
【００２４】
　二次電力監視盤は、二次変電設備ＳＬに設けられている電力監視盤であり、二次変電設
備ＳＬから供給する、建物やフロアなどの電力系統ごとに、当該電力系統で消費している
電力量を計測し、オペレータに表示する機能を有している。この二次電力監視盤は、デー
タ通信機能を有しており、これら計測電力量を外部装置へ送信することができる。
　また、ビル管理システム（ＢＡＳ：Building Automation System）は、ビル内の空調・
照明・衛生等の設備の統合的な運転・管理を行うシステムであり、フロア、区画、空調、
照明ごとに、消費電力量を監視して計測し、オペレータに表示する機能を有している。こ
のビル管理システムは、データ通信機能を有しており、これら計測電力量を外部装置へ送
信することができる。
【００２５】
　計測電力量ＤＢ１３は、ハードディスクなどの記憶装置からなり、機器データ収集部１
１や設備データ収集部１２で収集された計測電力量を蓄積する機能を有している。
　図３は、計測電力量データベースの構成例である。ここでは、予め計測電力量ごとに付
与されているデータＩＤごとに、収集した計測電力量とその計測日時とが時系列で蓄積さ
れている。
【００２６】
　瞬時電力収集部１４は、データ収集装置１０のデータ通信インターフェースを用いて、
ＨＴＴＰなどの通信プロトコルにより高圧受電設備ＳＬの電力監視盤５３とデータ通信を
行うことにより、電力監視盤５３から、例えば１０秒程度の一定間隔で、施設全体で消費
する電力の瞬時値を示す瞬時電力を収集する機能を有している。
　高圧受電設備ＳＨには、変電機能や配電電力を監視するための電力監視盤５３が設けら
れており、高圧受電設備ＳＨから供給している施設Ｆ全体で消費している電力量の瞬時値
を計測して、オペレータに表示する機能を有している。この電力監視盤５３は、データ通
信機能を有しており、この瞬時電力を外部装置へ送信することができる。
【００２７】
　瞬時電力情報配信部１５は、利用者端末３０で画面表示されている実績画面データ上に
、瞬時電力収集部１４で収集した瞬時電力を表示するための瞬時画面データを生成する機
能と、データ収集装置１０のデータ通信インターフェースを用いて、ＨＴＴＰなどの通信
プロトコルにより通信網４０を介して利用者端末３０とデータ通信を行うことにより、生
成した瞬時画面データを、例えば１０秒程度の一定間隔で、通信網４０を介して利用者端
末３０へ配信する機能とを有している。瞬時画面データについては、ＨＴＭＬ形式で作成
すれば、一般的な情報端末に搭載されているブラウザ機能で画面表示することができる。
【００２８】
　また、瞬時電力情報配信部１５は、瞬時画面データを生成する際、収集した瞬時電力を
しきい値処理することにより、電力消費状況ごとに予め用意されている当該状況を示す状
況画像のうちから、当該瞬時電力の電力値に応じた電力消費状況を示す状況画像を選択す
る機能と、選択した状況画像を用いて瞬時画面データを生成する機能とを有している。
【００２９】
　図４は、瞬時画面データの構成例である。瞬時画面データ７０には、当該瞬時電力の電
力値７１とその計測日時７２が配置されており、これに加えて当該瞬時電力の電力値に応
じた電力消費状況を示す状況画像７３Ａ～７３Ｃ、さらにはその電力消費状況の判定基準
７４が配置されている。図４（ａ）～図４（ｃ）には、通常レベル、注意レベル、および
警告レベルからなる３段階の電力消費状況について、予め用意された通常画像７３Ａ、注
意画像７３Ｂ、および警告画像７３Ｃを用いた瞬時画面データ７０の例が示されている。
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【００３０】
　図５は、状況画像選択条件の構成例である。ここでは、瞬時電力収集部１４で収集した
瞬時電力の電力値が注意しきい値５７００ｋＷ未満の場合には、電力消費状況が通常レベ
ルであると規定されており、この場合には通常画像７３Ａが選択される。また収集した瞬
時電力の電力値が注意しきい値５７００ｋＷ以上であって警告しきい値８２００ｋＷ未満
の場合には、電力消費状況が注意レベルであると規定されており、この場合には注意画像
７３Ｂが選択される。また収集した瞬時電力の電力値が警告しきい値８２００ｋＷ以上の
場合には、電力消費状況が警告レベルであると規定されており、この場合には警告画像７
３Ｃが選択される。
【００３１】
　状況画像７３Ａ～７３Ｃについては、複数の画像を、それぞれのしきい値範囲とともに
予め用意しておき、電力消費状況の変化に応じて、対応するしきい値範囲の画像を切替選
択して表示してもよい。例えば、状況画像７３Ａについては、瞬時電力の増加に応じて木
が枯れていくような画像を順に切替選択するようにしてもよい。また状況画像７３Ｂにつ
いては、瞬時電力の増加に応じて導火線の火が爆弾に近づくような画像を順に切替選択す
るようにしてもよい。また状況画像７３Ｃについては、瞬時電力の増加に応じて社長の怒
気程度が激しくなる画像を順に切替選択するようにしてもよい。
【００３２】
　データ配信装置２０には、主な機能として、計測電力量取得部２１、実績電力量データ
ベース（以下、実績電力量ＤＢという）２２、実績電力情報作成部２３、および実績電力
情報配信部２４が設けられている。
【００３３】
　計測電力量取得部２１は、データ配信装置２０のデータ通信インターフェースを用いて
、ＨＴＴＰなどの通信プロトコルによりデータ収集装置１０の計測電力量ＤＢ１３とデー
タ通信を行うことにより、計測電力量ＤＢ１３から任意の計測電力量を取得して、実績電
力量ＤＢ２２へ格納する機能を有している。
【００３４】
　実績電力量ＤＢ２２は、ハードディスクなどの記憶装置からなり、利用者端末３０へ配
信する実績電力情報の作成に用いる各種処理情報を蓄積する機能を有している。実績電力
量ＤＢ２２で蓄積する主な処理情報として、データ収集装置１０から取得した計測電力量
のほか、分類データや実績電力情報作成部２３で作成された実績電力情報がある。
【００３５】
　図６は、分類データの構成例である。ここで、予め計測電力量ごとに付与されているデ
ータＩＤごとに、当該計測電力量に関する分類がそれぞれ登録されている。計測電力量に
関する分類としては、区分、建物、フロア、エリア、組織、および種別／分電盤がある。
区分は、当該計測電力量の計測単位の区別を示すデータであり、分電盤単位の計測値か個
別の電力系統を示す種別かを示している。建物、フロア、エリア、組織は、当該計測電力
値と対応する電力の供給先を示している。種別／分電盤は、当該計測電力量の区分が「分
電盤」の場合には当該分電盤の識別情報を示し、当該計測電力量の区分が「種別」の場合
には当該計測電力値と対応する電力の供給先を示している。
【００３６】
　実績電力情報作成部２３は、データ収集装置から取得されて実績電力量ＤＢ２２に蓄積
されている各計測電力量を、図６の分類データに登録されている各分類に基づいて集計す
る機能と、これら分類ごとに消費する電力量の実績を示す実績電力情報を作成する機能と
を有している。
　実績電力情報作成部２３の集計方法については、分類データに登録されている各分類と
組合せて年・月・日・時間ごとに集計するとともに、これらの時間的推移、平均値、比較
値、電力使用効率（ＰＵＥ：Power Usage Effectiveness）などの統計値を計算し、これ
ら集計結果や計算結果を実績電力情報として実績電力量ＤＢ２２へ格納する。
【００３７】
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　実績電力情報配信部２４は、データ配信装置２０のデータ通信インターフェースを用い
て、ＨＴＴＰなどの通信プロトコルにより、通信網４０を介して接続された利用者端末３
０とデータ通信を行うことにより、利用者端末３０からの実績配信要求に応じて、当該実
績配信要求で指定された実績電力情報を実績電力量ＤＢ２２から取得する機能と、取得し
た実績電力情報を表示するための実績画面データを生成する機能と、要求元の利用者端末
３０へ実績画面データを配信する機能とを有している。実績画面データについては、ＨＴ
ＭＬ形式で作成すれば、一般的な情報端末に搭載されているブラウザ機能で画面表示する
ことができる。
【００３８】
［第１の実施の形態の動作］
　次に、図７を参照して、本実施の形態にかかる電力情報配信システムの動作について説
明する。図７は、第１の実施の形態にかかる電力情報配信システムの動作を示すシーケン
ス図である。
【００３９】
　データ収集装置１０は、データ配信装置２０の計測電力量取得部２１からの指示あるい
は自律的に、一定の周期で、機器データ収集部１１により、各計測機器５１から計測電力
量を収集して計測電力量ＤＢ１３へ格納するとともに（ステップ１００）、設備データ収
集部１２により、各電力設備５２から計測電力量を収集して計測電力量ＤＢ１３へ格納す
る（ステップ１０１）。
【００４０】
　データ配信装置２０は、計測電力量取得部２１により、定期的に、データ収集装置１０
の計測電力量ＤＢ１３から計測電力量を取得して、実績電力量ＤＢ２２へ格納し（ステッ
プ１０２）、実績電力情報作成部２３により、実績電力量ＤＢ２２の計測電力量を集計し
て実績電力情報を作成し、実績電力量ＤＢ２２へ格納する（ステップ１０３）。
【００４１】
　データ配信装置２０は、利用者端末３０から実績配信要求を受信した場合（ステップ１
１０）、実績電力情報配信部２４により、当該実績配信要求で指定された分類に関する実
績電力情報を実績電力量ＤＢ２２から取得して、実績画面データを生成し（ステップ１１
１）、要求元の利用者端末３０へ実績画面データを配信する（ステップ１１２）。
　これにより、利用者端末３０において、データ配信装置２０から配信された、指定分類
に関する実績電力情報を含む実績画面データが画面表示される（ステップ１１３）。
【００４２】
　一方、データ配信装置２０は、計測電力量の収集処理とは別個に、瞬時電力収集部１４
により、例えば１０秒程度の一定間隔で、電力監視盤５３から、施設全体で消費する電力
の瞬時値を示す瞬時電力を収集する（ステップ１２０）。
【００４３】
　ここで、利用者端末３０から瞬時配信要求を受信した場合（ステップ１３０）、データ
収集装置１０は、瞬時電力情報配信部１５により、瞬時電力情報配信処理を開始する。
　この瞬時電力情報配信処理では、まず、瞬時電力収集部１４による新たな瞬時電力の取
得に応じて、当該瞬時電力をしきい値処理することにより、当該瞬時電力の電力値に応じ
た電力消費状況を示す状況画像を選択して（ステップ１３１）、この状況画像を用いて瞬
時画面データ７０を作成し（ステップ１３２）、瞬時配信要求の要求元となる利用者端末
３０へ配信する（ステップ１３３）。
【００４４】
　これにより、利用者端末３０において、データ配信装置２０から配信された、指定分類
に関する実績電力情報を含む実績画面データの一部に、データ収集装置１０から配信され
た瞬時画面データが表示される（ステップ１３４）。
　この後、瞬時電力収集部１４により新たな瞬時電力が取得されるごとに（ステップ１２
０）、瞬時電力情報配信処理が実行されて（ステップ１３０～１３３）、瞬時画面データ
が生成されて利用者端末３０へ配信され、利用者端末３０において、施設全体で消費して



(10) JP 2012-168689 A 2012.9.6

10

20

30

40

50

いる電力に関する最新の瞬時電力が画面表示される（ステップ１３４）。
【００４５】
　図８は、実績画面データおよび瞬時画面データの構成例である。ここでは、施設全体を
分類として指定した実績画面データ６０の例が示されている。この実績画面データ６０に
は、施設の概要を示すマップ画像６１のほかに、施設全体で消費された実績電力量（ｋＷ
ｈ）６２が月単位の時系列で折線グラフにより表示されており、サーバルームと居室で消
費された平均実績電力量（ｋＷｈ）６３が、前月分および前週分についてバーグラフで表
示されている。このうち、実績電力量６２については、時系列グラフのデータスパンを、
月、日、時間で切り替えるための操作ボタンや、時系列グラフの表示期間を選択するため
の操作ボタンが配置されている。
【００４６】
　また、実績画面データ６０には、瞬時画面データ７０がはめ込む形で配置されている。
この瞬時画面データ７０については、実績画面データ６０に瞬時画面データ７０の表示領
域を予め設けておくとともに、瞬時画面データ７０に対するリンクを設定しておけばよい
。これにより、実績画面データ６０が利用者端末３０でブラウザ機能により画面表示する
際に、当該リンクで指定されたネットワークアドレスによりデータ収集装置１０の瞬時電
力情報配信部１５に対して、瞬時配信要求が自動的に送信されるため、利用者端末３０で
の利用者による瞬時配信要求操作を省くことができる。
【００４７】
［第１の実施の形態の効果］
　このように、本実施の形態では、データ収集装置１０の機器データ収集部１１で、施設
内に設置されている各計測機器５１で得られた計測電力量をそれぞれ収集し、データ配信
装置２０の実績電力情報作成部２３で、これら計測電力量を、予め設定されたそれぞれの
計測電力量の分類に応じて集計することにより、それぞれの分類ごとに消費する電力量の
実績を示す実績電力情報を作成し、実績電力情報配信部２４で、これら実績電力情報を表
示するための実績画面データを生成して、通信網４０を介して接続された各利用者端末３
０へ配信するようにしたものである。
【００４８】
　また、これに加えて、データ収集装置１０の瞬時電力収集部１４で、施設全体への電力
を供給する高圧受電設備の電力監視盤５３から、施設全体で消費する電力の瞬時値を示す
瞬時電力を収集し、瞬時電力情報配信部１５で、利用者端末３０で画面表示されている実
績画面データ上に瞬時電力を表示するための瞬時画面データを生成し、通信網４０を介し
て各利用者端末３０へ配信するようにしたものである。
【００４９】
　これにより、実績画面データを画面表示している利用者端末３０で、施設全体で消費す
る電力の瞬時値を画面表示することができる。したがって、利用者は、実績画面データを
閲覧する際、施設全体で消費する電力の瞬時値を同時に確認することになるため、利用者
の省エネルギーや省ＣＯ２に対する意識を生起させ、省エネルギーや省ＣＯ２のための行
動へと導くことができる。
【００５０】
　また、本実施の形態では、データ収集装置１０の瞬時電力情報配信部１５は、瞬時画面
データを生成する際、収集した瞬時電力をしきい値処理することにより、電力消費状況ご
とに予め用意されている当該状況を示す状況画像のうちから、当該瞬時電力の電力値に応
じた電力消費状況を示す状況画像を選択し、選択した状況画像を用いて瞬時画面データを
生成するようにしたので、施設全体での電力消費状況を、極めて分かり易く利用者へ知ら
せることができる。したがって、利用者の省エネルギーや省ＣＯ２に対する意識を容易に
生起させることが可能となる。
【００５１】
　また、本実施の形態では、データ収集装置１０の設備データ収集部１２で、施設に設置
されている二次変電設備の電力監視盤、または施設内の建物ごとに設置されているビル管
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理システムからなる電力設備５２とデータ通信を行うことにより、各建物で消費している
電力量を示す計測電力量を取得するようにしたので、電力情報配信システム１で独自に配
置した計測機器５１で計測できる狭い範囲に限定されるものではなく、施設内に設けられ
た二次変電設備からの電力系統ごと、建物ごと、あるいはビル管理システムで管理してい
るフロア、区画、照明、空調など、比較的広い範囲についても、実績電力情報を容易に作
成して配信することができる。
【００５２】
　実際の施設では、施設内に街路灯や建物が複数棟ある場合、あるいは共用部がある場合
、これらの機器や設備で消費する電力を計測するため、これら機器や設備について計測機
器５１を設置する必要があり、物理的やコスト的な面で負担が大きい。このため、すべて
の機器や設備について計測機器５１が配置されていない場合には、独自に設置した計測機
器５１で収集したエリアの合計電力量と建物全体の合計電力量との比率を求めるなどの分
析、さらには省エネルギーや省ＣＯ２に対する貢献度の把握は困難となる。
　したがって、独自に設置した計測機器５１だけでは、施設全体にわたり省エネルギーや
省ＣＯ２を検討する際、十分な実績電力情報が得られず、効果的な施策を立案・実施する
ことができない。
【００５３】
　本実施の形態によれば、設備データ収集部１２を設けることにより、比較的広い範囲に
ついても、物理的やコスト的な面で負担を増大させることなく、実績電力情報を容易に作
成して配信することができる。
　このため、施設内の二次変電設備単位、建物（棟）単位、フロア単位、組織単位、分電
盤単位などのマクロな視点から、年・月・日・時間ごとに十分な実績電力情報を得ること
ができ、施設全体にわたり省エネルギーや省ＣＯ２に関する効果的な施策を立案・実施す
ることが可能となる。
【００５４】
　また、本実施の形態では、前述の図８を参照して、施設全体の実績電力情報を示す実績
画面データ例について説明したが、他の分類に特定した実績画面データも配信できる。
　図９は、建物別電力の推移を示す実績画面データの構成例である。ここでは、建物を単
位として、それぞれの実績電力量の推移を示す折線グラフが一覧表示されている。これに
より、マクロな視点で捉えた単位ごとの実績電力量の推移を、同一画面上で比較すること
ができ、それぞれの単位における実績電力量の変化傾向を容易に把握できる。これにより
、マクロな視点から、省エネルギーや省ＣＯ２のための極めて有効な実績電力情報を提供
することができる。
【００５５】
　図１０は、建物別電力の前月比を示す実績画面データの構成例である。ここでは、各建
物を単位として、実績電力量を示すバーグラフと前月比とが一覧表示されている。これに
より、マクロな視点で捉えた単位ごとの実績電力量の前月比を、同一画面上で比較するこ
とができ、それぞれの単位における実績電力量の増減を容易に把握できる。これにより、
マクロな視点から、省エネルギーや省ＣＯ２のための極めて有効な実績電力情報を提供す
ることができる。
【００５６】
　図１１は、エリア別電力の前月比を示す実績画面データの構成例である。ここでは、建
物内の任意のフロアに設けられているエリアや区画を単位として、それぞれのエリアごと
の実績電力量を示すバーグラフと、前月比および電力使用効率（ＰＵＥ）とが一覧表示さ
れている。これにより、ミクロな視点で捉えた単位ごとの実績電力量の前月比および電力
使用効率（ＰＵＥ）を、同一画面上で比較することができ、それぞれの単位における実績
電力量の増減と電力使用効率とを容易に把握できる。これにより、ミクロな視点から、省
エネルギーや省ＣＯ２のための極めて有効な実績電力情報を提供することができる。
【００５７】
　図１２は、エリア別電力の推移を示す実績画面データの構成例である。ここでは、建物
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内の任意のフロアに設けられているエリアや区画を単位として、それぞれのエリアごとの
実績電力量の推移を示す折線グラフが一覧表示されている。これにより、ミクロな視点で
捉えた単位ごとの実績電力量の推移を、同一画面上で比較することができ、それぞれの単
位における実績電力量の変化傾向を容易に把握できる。これにより、ミクロな視点から、
省エネルギーや省ＣＯ２のための極めて有効な実績電力情報を提供することができる。
【００５８】
　図１３は、組織別電力の前月比を示す実績画面データの構成例である。ここでは、組織
を単位として、それぞれの組織ごとの実績電力量を示すバーグラフと前月比とが一覧表示
されている。これにより、マクロな視点で捉えた単位ごとの実績電力量の前月比を、同一
画面上で比較することができ、それぞれの単位における実績電力量の増減を容易に把握で
きる。これにより、マクロな視点から、省エネルギーや省ＣＯ２のための極めて有効な実
績電力情報を提供することができる。
【００５９】
　図１４は、組織別電力の推移を示す実績画面データの構成例である。ここでは、組織を
単位として、それぞれの組織ごとの実績電力量の推移を示す折線グラフが一覧表示されて
いる。これにより、マクロな視点で捉えた単位ごとの実績電力量の推移を、同一画面上で
比較することができ、それぞれの単位における実績電力量の変化傾向を容易に把握できる
。これにより、マクロな視点から、省エネルギーや省ＣＯ２のための極めて有効な実績電
力情報を提供することができる。
【００６０】
　また、図９～図１４では、最新の実績電力量と過去の実績電力量とを表示する際、例え
ば、最新の実績電力量が過去の実績電力量より増加している場合にはグラフを赤色で表示
するなど、最新の実績電力量と過去の実績電力量との比較結果に応じて、グラフの表示色
を変更して視覚的に実績電力量の増減傾向を表示するようにしてもよい。これにより、利
用者の省エネルギーや省ＣＯ２に対する意識を生起させ、省エネルギーや省ＣＯ２のため
の行動へと導くことができる。
【００６１】
　また、実績電力量以外の情報として電力使用効率（ＰＵＥ）を、実績電力量と同一画面
上に表示する場合について説明したが、これに限定されるものではなく、電力使用効率以
外のデータを実績電力量と同一画面上に表示してもよい。例えば、予め用意した換算式に
基づいて、実績電力量から計算したＣＯ２消費量や電気料金を、実績電力量と同一画面上
に表示してもよい。これにより、利用者の省エネルギーや省ＣＯ２に対する意識を生起さ
せ、省エネルギーや省ＣＯ２のための行動へと導くことができる。
【００６２】
［第２の実施の形態］
　次に、本発明の第２の実施の形態にかかる電力情報配信システム１の構成について説明
する。
　第１の実施の形態では、予め分類データに登録されている、各計測電力量に対する分類
に基づいて、計測電力量を集計することにより、実績電力情報を作成する場合について説
明した。本実施の形態では、利用者が任意に設定したグループに基づいて、計測電力量を
集計することにより、実績電力情報を作成する場合について説明する。
【００６３】
　本実施の形態では、分類データに登録されている分類とは異なる組合せで計測電力量を
集計するため、グループ登録データで計測電力量の組合せを登録する。図１５は、グルー
プ登録データを示す構成図である。ここでは、グループ登録データに、個別グループ名、
登録者、および登録情報が登録されている。また、登録情報には、当該グループに属する
計測電力量ごとに、当該計測電力量に関する、分類データと同様の属性情報が登録されて
いる。このグループ登録データについては、利用者端末３０から実績電力情報配信部２４
へアクセスして、登録画面データを用いて登録・編集され、実績電力量ＤＢ２２へ格納さ
れる。
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【００６４】
　本実施の形態において、データ配信装置２０の実績電力情報作成部２３は、データ収集
装置から取得されて実績電力量ＤＢ２２に蓄積されている各計測電力量を、図１５のグル
ープ登録データに登録されている各グループに基づいて集計する機能と、これらグループ
ごとに消費する電力量の実績を示す実績電力情報を作成する機能とを有している。
　なお、本実施の形態において、上記以外の構成については、第１の実施の形態と同様で
あり、ここでの詳細な説明は省略する。
【００６５】
［第２の実施の形態の動作］
　次に、図１６を参照して、本実施の形態にかかる電力情報配信システム１の動作につい
て説明する。図１６は、第２の実施の形態にかかる電力情報配信システムの動作を示すフ
ロー図である。
　ここでは、本実施の形態にかかる電力情報配信システム１の動作の要部として、データ
配信装置２０の実績電力情報作成部２３における実績電力情報作成動作について詳細に説
明する。
【００６６】
　実績電力情報作成部２３には、主な処理部として、エリア別時間電力量算出部２３Ａ、
組織別日時電力量集計部２３Ｂ、建物別日時電力量集計部２３Ｃ、エリア別日時電力量集
計部２３Ｄ、グループ別日時電力量集計部２３Ｅ、変電設備別日時電力量集計部２３Ｆが
設けられている。また、実績電力量ＤＢ２２には、主な処理情報として、計測電力量取得
部２１によりデータ収集装置１０から取得した計測電力量データ２２Ｍのほかに、エリア
別時間電力量データ２２Ａ、組織別日時電力量データ２２Ｂ、建物別日時電力量データ２
２Ｃ、エリア別日時電力量データ２２Ｄ、グループ別日時電力量データ２２Ｅ、変電設備
別日時電力量データ２２Ｆが蓄積されている。
【００６７】
　計測電力量取得部２１により、データ収集装置１０から取得された計測電力量は、計測
電力量データ２２Ｍとして実績電力量ＤＢ２２へ格納される。
　エリア別時間電力量算出部２３Ａは、前述した図６の分類データを参照して、計測電力
量データ２２Ｍから、それぞれのエリアにおける単位時間あたりの消費電力量を算出し、
エリア別時間電力量データ２２Ａとして実績電力量ＤＢ２２へ格納する。
【００６８】
　この後、組織別日時電力量集計部２３Ｂは、分類データを参照して、エリア別時間電力
量データ２２Ａのうちから、それぞれの組織ごとに日時単位で消費電力量を集計し、組織
別日時電力量データ２２Ｂとして実績電力量ＤＢ２２へ格納する。
　また、建物別日時電力量集計部２３Ｃは、分類データを参照して、エリア別時間電力量
データ２２Ａのうちから、それぞれの建物ごとに日時単位で消費電力量を集計し、建物別
日時電力量データ２２Ｃとして実績電力量ＤＢ２２へ格納する。
【００６９】
　また、エリア別日時電力量集計部２３Ｄは、分類データを参照して、エリア別時間電力
量データ２２Ａのうちから、それぞれのグループごとに日時単位で消費電力量を集計し、
エリア別日時電力量データ２２Ｄとして実績電力量ＤＢ２２へ格納する。
　また、グループ別日時電力量集計部２３Ｅは、分類データと図１５のグループ登録デー
タとを参照して、エリア別時間電力量データ２２Ａと計測電力量データ２２Ｍのうちから
、それぞれのグループに属するエリア別時間電力量データおよび計測電力量データを、日
時単位で消費電力量を集計し、グループ別日時電力量データ２２Ｅとして実績電力量ＤＢ
２２へ格納する。
【００７０】
　また、変電設備別日時電力量集計部２３Ｆは、分類データを参照して、計測電力量デー
タ２２Ｍのうちから、それぞれの変電設備ごとに日時単位で消費電力量を集計し、変電設
備別日時電力量データ２２Ｆとして実績電力量ＤＢ２２へ格納する。
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［第２の実施の形態の効果］
　このように、本実施の形態は、実績電力情報作成部２３のグループ登録データに基づい
て、任意に選択した複数の計測電力量を１つのグループとして登録するグループ情報に基
づいて、計測電力量のうちから当該グループに属する計測電力量を選択して統計処理する
ことにより、当該グループでの実績電力情報を作成するようにしたので、施設のうち利用
者が所望する複数の計測電力量について統計処理した実績電力情報を作成して配信するこ
とができる。
【００７２】
　これにより、施設内の建物、位置、さらには電力系統などの物理的な分類に制限されな
い実績電力情報を得ることができ、任意にカテゴライズした着目すべき施設の一部分につ
いて、利用者の省エネルギーや省ＣＯ２に対する意識を生起させ、省エネルギーや省ＣＯ
２のための行動へと導くことができ、また、省エネルギーや省ＣＯ２に関する効果的な施
策を立案・実施することが可能となる。
【００７３】
［実施の形態の拡張］
　以上、実施形態を参照して本発明を説明したが、本発明は上記実施形態に限定されるも
のではない。本発明の構成や詳細には、本発明のスコープ内で当業者が理解しうる様々な
変更をすることができる。
【符号の説明】
【００７４】
　１…電力情報配信システム、１０…データ収集装置、１１…機器データ収集部、１２…
設備データ収集部、１３…計測電力量ＤＢ、１４…瞬時電力収集部、１５…瞬時電力情報
配信部、２０…データ配信装置、２１…計測電力量取得部、２２…実績電力量ＤＢ、２２
Ａ…エリア別時間電力量データ、２２Ｂ…組織別日時電力量データ、２２Ｃ…建物別日時
電力量データ、２２Ｄ…エリア別日時電力量データ、２２Ｅ…グループ別日時電力量デー
タ、２２Ｆ…変電設備別日時電力量データ、２３…実績電力情報作成部、２３Ａ…エリア
別時間電力量算出部、２３Ｂ…組織別日時電力量集計部、２３Ｃ…建物別日時電力量集計
部、２３Ｄ…エリア別日時電力量集計部、２３Ｅ…グループ別日時電力量集計部、２３Ｆ
…変電設備別日時電力量集計部、２４…実績電力情報配信部、３０…利用者端末、４０…
通信網、５１…計測機器、５２…電力設備、５３…電力監視盤。
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